
1
遠隔・オンライン学習への
環境整備、GIGAスクール
構想への支援事業

臨時休業等に際し、切れ目ない学
習環境を提供するため、学習用
PC等を導入した。

13,421,430 9,982,000 R2.11.1 R3.3.31

児童・生徒1人につき1台ず
つ端末を支給でき、個別最
適化された学習環境を推進
することができた。

2
非デジタル対応情報提供
事業
【広報配布】

デジタル環境がない世帯に、紙媒
体及び戸別受信機により、新型コ
ロナウイルス感染症に係る情報
提供を行った。

421,953 421,000 R2.4.8 R3.3.31
デジタル環境がない世帯に
対しても、迅速に情報提供を
行うことができた。

3
離島・へき地等診療応援事
業

内地の基幹病院と同一の電子カ
ルテを導入した。 10,065,000 10,065,000 R2.10.1 R2.12.28

内地の医療機関との連携を
強化することで、離島におけ
る医療の効率化と質の向上
が図れた。

4
医療機関における新型コロ
ナウイルス感染症患者の
受け入れ促進事業

新型コロナウイルス感染症が疑
われる患者が発生した場合に備
え、看護師を１名臨時的に増員し
た。

1,038,710 1,037,000 R2.4.1 R2.6.19
より安定した医療体制を確
保できた。

5 必需物品供給事業

高齢者、妊婦や子供、社会福祉
施設等に対し、マスク・消毒液・防
護服・サーモグラフィ等を供給し
た。

3,797,766 3,795,000 R2.4.17 R3.3.31
感染対策関連の物品が入手
しづらい状況下において、村
民の感染予防に役立った。

6
公立学校情報通信ネット
ワーク環境施設整備費補
助金

GIGAスクール構想に際し、校舎
内に有線・無線LANを構築した。 8,300,232 3,879,000 R2.11.5 R3.2.26

ネットワーク環境整備によ
り、GIGAスクール構想を推
進することができた。

7 避難所資材購入整備事業

新型コロナウイルス感染症療養
者の一時退避施設ともなる避難
所に、倉庫やパーテション等を整
備した。

6,757,987 6,749,000 R2.10.15 R3.3.31
新型コロナウイルス感染症
療養者の発生に備えた環境
を整えることができた。

8
観光事業支援者等緊急支
援事業

新型コロナウイルス感染症の緊
急事態宣言により、休業を余儀な
くされた観光事業者等に対し、支
援金を給付した。

5,550,000 2,550,000 R2.5.7 R3.3.31
収入確保・生活の維持およ
び事業継続を支援すること
ができた。

9 農業業者等緊急支援事業

新型コロナウイルス感染症の緊
急事態宣言により、宴会等が自粛
され、主力商品の売り上げが激減
した農漁業者等に対し、支援金を
給付した。

2,300,000 2,300,000 R2.6.2 R2.6.19
収入確保・生活の維持およ
び事業継続を支援すること
ができた。

10
新型コロナウイルス感染症
療養者一時退避施設整備
事業

新型コロナウイルス感染症療養
者の一時退避施設とするため、既
存施設の改修・退避施設の整備
を行った。

18,502,000 8,502,000 R2.12.11 R3.3.26

新型コロナウイルス感染症
療養者に対し、自宅以外で
療養可能な環境を確保でき
た。

11

非デジタル対応情報提供
事業
【デジタルサイネージ整備
工事・個別受信機購入】

デジタル環境がない世帯への戸
別受信機配布や、村内へのデジ
タルサイネージ設置により、新型
コロナウイルス感染症に係る情報
提供を行った。

15,200,000 15,200,000 R3.3.22 R3.12.10
デジタル環境がない世帯に
対しても、迅速に情報提供を
行うことができた。

12
公立学校情報機器整備費
補助金

臨時休業等に際し、切れ目ない学
習環境を提供するため、学習用
PC等を導入した。

1,386,000 285,000 R2.11.1 R3.1.22

児童・生徒1人につき1台ず
つ端末を支給でき、個別最
適化された学習環境を推進
することができた。

86,741,078 64,765,000

うち交付金充当
額
（円）

事業概要

令和２年度「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」活用事業について

合計

事業完了
年月日

効果検証結果Ｎｏ 事業名
総事業費
（円）

事業開始
年月日

「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」は、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するとともに、感染拡

大の影響を受けている地域経済や住民生活を支援し地方創生を図るため、地方公共団体が地域の実情に応じてきめ細

やかに必要な事業を実施できるよう、国が創設した交付金です。

利島村においても、本交付金を活用し、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている地域経済の活性化や感染拡大
防止に向けた取組を進めました。
令和２年度の利島村における活用事業は次のとおりです。


